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　　　　　　　　　*　炭素繊維ロッドは、鉄筋と比して、降伏強度約5倍、ヤング係数約2/3
　　　　②コンクリートはプレーンおよび炭素繊維添加（1.0vol%）

せん断補強筋：D6

 
図2.3-11 試験体の外観および寸法諸元 

 

図 2.3-12 炭素繊維複合材ケーブルを用いた補強筋組み立て状況（下段が当該材料） 

 

前述の配合試験結果に基づき定めたコンクリートの示方配合に準拠して，配合試験や力

学特性試験と同じ材料を用いて載荷試験に供するコンクリート部材を作製した。 

 コンクリートに混入する短繊維補強材は炭素繊維とした。炭素繊維は前述のコンクリー

トの配合試験や力学特性試験で使用したものと同じものであり，東レ社製の PAN 系炭素繊

維（トレカ CFRP 線材，繊維長 30mm，密度 1.90g/cm3）である。コンクリートへの添加率

は 1.0vol%とした。 

鉄筋の代替材として使用した補強材は，東京製綱社製の炭素繊維複合材ケーブル「CFCC 

1×7 15.2φ」である。この補強材は，CFRP をより線に加工したものであり，その諸元は直

径 15.2mm，引張強度 2.14kN/mm2，ヤング係数 137 kN/mm2，密度 1.50g/cm3である（榎本，

2003）。炭素繊維複合材ケーブルの外観を図 2.3-13 に示す。図 2.3-11 に示したように，コ

ンクリート部材の断面内において，引張側（下段）に 2 本配置した。比較として使用した

部材断面の引張側の鉄筋は D16 である。 
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図2.3-13 炭素繊維複合材ケーブル（CFCC）の外観 

 

試験ケースを表 2.3-5 に示す。セメント 4 種類（OPC，LAC，HFSC，SAC）に対して，

炭素繊維補強材(C)の添加の有無（添加率は 1.0％），鉄筋の代替補強材（炭素繊維複合材ケ

ーブル；CFCC）の利用の有無をパラメータとして，全 16 ケースをコンクリート部材の試

験ケースとした。 

全ケースに対しては，載荷試験実施時のコンクリート強度を把握する目的で，圧縮強度

試験体と引張強度試験体を各々3 本づつ作製した。 

作製したコンクリート部材ならびに強度試験体は，コンクリート打設後材令 28 日まで

は水中養生とし，それ以降は試験開始まで気中保管（温度 20℃，湿度約 50％）とした。 

 

表2.3-5 試験ケース 

試験体名 使用セメント 炭素繊維添加率 補強材 載荷試験
OPC-S 0 鉄筋 ○
OPC-C OPC 炭素繊維複合材ケーブル ○
OPC-SC1.0 1.0vol％ 鉄筋 ○
OPC-CC1.0 炭素繊維複合材ケーブル ○
LAC-S 0 鉄筋 ○
LAC-C LAC 炭素繊維複合材ケーブル ○
LAC-SC1.0 1.0vol％ 鉄筋 ○
LAC-CC1.0 炭素繊維複合材ケーブル ○
HFSC-S 0 鉄筋 ○
HFSC-C HFSC 炭素繊維複合材ケーブル ○
HFSC-SC1.0 1.0vol％ 鉄筋 ○
HFSC-CC1.0 炭素繊維複合材ケーブル ○
SAC-S 0 鉄筋 ○
SAC-C SAC 炭素繊維複合材ケーブル ○
SAC-SC1.0 1.0vol％ 鉄筋 ○
SAC-CC1.0 炭素繊維複合材ケーブル ○  

 



    57

載荷試験は，最大荷重 200kN の油圧制御方式アクチュエータ（加力試験機）を用いて実

施した。載荷試験では，一方向（鉛直下向き）への静的加力を基本とし，ある荷重レベル

（例えば，ひび割れ発生荷重や鉄筋降伏荷重等）まで加力した後に荷重をゼロ近辺に除荷

して，再度加力する方法とした。 

(2) 載荷試験結果 

一方向の静的単調載荷試験により，コンクリート部材の耐力，変形性状ならびにひび割

れ性状を把握した。試験結果から判明した事項を以下に示す。 

①耐荷性状 

図 2.3-14 に曲げモーメントと曲率の関係を示す。曲げモーメントと曲率の関係において，

引張側補強材の違いによる影響が大きく，セメント種別の違いや短繊維補強材の混入によ

る影響は小さい。引張側補強材に鉄筋を用いた場合，鉄筋降伏以降の曲げモーメントの増

加は小さく，曲率は終局時（破壊時）まで増加する。炭素繊維複合ケーブルを用いた場合，

ひび割れ発生以降は破壊時まで，曲げモーメントと曲率の関係はほぼ比例関係を示す。こ

れは，コンクリート部材の破壊時の曲げモーメントの方が，炭素繊維複合ケーブルが破断

する曲げモーメントよりも小さく，炭素繊維複合ケーブルの応力，ひずみ状態が弾性範囲

内にあるためと考えられる。これに起因して，終局時の破壊形態は，鉄筋を使用した場合

は曲げ破壊となり，炭素繊維複合ケーブルを使用した場合はせん断破壊となった。 
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  (a)OPCを用いたコンクリート         (b)LACを用いたコンクリート 
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  (c)HFSCを用いたコンクリート        (d)SAC を用いたコンクリート 

図 2.3-14 セメント種別に応じたコンクリート部材の曲げモーメントと曲率の関係 

 

②ひび割れ性状 

図 2.3-15 にコンクリート部材の載荷試験におけるひび割れ発生間隔をそれぞれ示す。 

OPC と LAC を用いたコンクリートのひび割れ発生間隔は同程度であり，これらは，HFSC

と SAC を用いたコンクリートのひび割れ発生間隔よりも若干大きい傾向にある。この傾向

は，載荷初期の段階でも終局時でも同じである。 

引張側補強材の種類や短繊維補強材の混入の有無による違いについては，炭素繊維複合

ケーブルを用いた場合の方が，鉄筋を用いた場合よりもひび割れ発生間隔は若干大きくな

る傾向にあり，特に，載荷初期の段階ではこの差が顕著に認められた。これは，炭素繊維

複合ケーブルの表面は樹脂系材料により滑らかなコーティングが施されているため，鉄筋

と比べてコンクリートとの付着性能が劣ることから，ひび割れの分散性が低下したことが

原因の一つとして考えられる。また，短繊維補強材の混入の影響については，引張側補強

材の種類に係わらず，載荷初期の段階では，混入した方がひび割れ発生間隔は小さくなる
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傾向にある。これは，短繊維補強材がコンクリートの引張力に対して抵抗し，部材長軸方

向に対するひび割れの分散性が改善されたためと考えられる。 
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(a)試験体別のひび割れ発生間隔 
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(b)試験体種別でのひび割れ発生間隔 

図 2.3-15 コンクリート部材の載荷試験におけるひび割れ発生間隔 
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2.4 材料試験に基づく低アルカリ性セメントの適用性の評価 

本章では，各種低アルカリ性セメントの基本特性および補強材の適用性に関して，既往

の研究および実験結果に基づき整理した。その結果，現状の低アルカリ性セメントの諸性

質は，その製造方法の相違によって異なる特性を示す場合もあるものの，概ね普通ポルト

ランドセメントと同程度の基礎物性を示すことが確認された。また，低アルカリ性セメン

トの補強材として鉄筋を使用できない場合を想定し，繊維補強や炭素繊維複合ケーブルに

よる補強効果を検討した結果，これらの材料により引張強度や耐荷力，じん性の向上が可

能であることが確認された。以上より，処分施設成立のための説明性の向上という観点か

ら考えた場合，施設の候補材料のひとつとして低アルカリ性セメントが使用可能であると

考えられる。 

今後は，本検討で得られたデータに基づき，処分場で使用されるコンクリートの要求性

能，施工性，環境条件等に適した配合の選定，使用実績の増加による低アルカリ性セメン

トの信頼性向上を図っていく必要があると考えられる。また，低アルカリ性セメントが実

際の周辺バリアへ与える影響を評価した事例がないことから，これらのデータを取得する

必要があると考えられる。 




